
37°20'

37°00'

136°20' 136°40'

0 10km

志賀原子力発電所

5ｋｍ

羽咋沖盆地

30ｋｍ

能登半島西方海底地質図（岡村，2007a）に一部加筆

○岡村（2007a）は，産業技術総合研究所によって実施された反射法地震探査の反射断面の解釈から，笹波沖断層帯（西部）に対応する構造は南東傾斜としている。
○また，岡村（2007a）によれば，KZ3に対応する背斜構造は西側の方が隆起量が大きく，笹波沖断層帯（西部）とは逆方向の隆起量が大きい傾向にある。
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3.2.6（2） 笹波沖断層帯（全長）とKZ3・KZ4の連動の検討 －文献調査，海上音波探査－

Fig.17解釈断面図（岡村，2007a）に加筆

笹波沖断層帯（西部）

Fig.17（地質調査所エアガン）

Fig.16解釈断面図（岡村，2007a）に加筆

【岡村（2007a）】

○笹波沖断層帯（西部）とKZ3の断層面の傾斜方向，周辺の地質構造を確認するため，文献（岡村（2007a），文科省ほか（2015））に示された音波探査記録（エアガン）を確認した（下図，次頁）。
○その結果，笹波沖断層帯（西部）は南東傾斜の逆断層，KZ3は北西傾斜の逆断層であると推定され，地下深部で断層面が離れていく関係にある。

KZ3
Fig.16（地質調査所エアガン）

（参考）岡村（2007a）の解釈断面図に，笹波沖断層帯（西部）またはKZ3がバックスラストとなるような逆傾斜の断層は推定されていない。



【文科省ほか（2015）】

○文科省ほか（2015）は，笹波沖断層帯（西部）を横断する測線（LineC測線）から，笹波沖断層帯（西部）に対応する断層は，60°の東傾斜の断層と判断している。また，
KZ3を横断する測線（I3測線）から，KZ3に対応する断層は，北西傾斜の逆断層と判断している。

位置図

志賀原子力発電所

LineC測線

I3測線
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LineC測線（文科省ほか（2015）に一部加筆）

笹波沖断層帯（東部）
の分岐断層

笹波沖断層帯（西部）

I3測線
（文科省ほか（2015）に一部加筆）

KZ3

右図記録範囲

推定区間

断層位置

小断層群密集域

(2007a) (2007a)

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置（破線は断層トレース）

（参考）文科省ほか（2015）の解釈断面図に，笹波沖断層帯（西部）またはKZ3がバックスラストとなるような逆傾斜の断層は推定されていない。

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



志賀原子力発電所

位置図

No.101測線

70 80

70

60

50

3.2.6（3） 笹波沖断層帯（全長）とKZ3・KZ4の連動の検討 －海上音波探査（地質構造の連続性）－
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○笹波沖断層帯（西部）とKZ3間の地質構造の連続性を検討するため，両断層間の浅部の海上音波探査記録（スパーカー）を確認した。
○音波探査記録を確認した結果，笹波沖断層帯（西部）～KZ3間のNo.101測線に断層等は認められず，両断層は連続しない。
○No.101-1測線の測点66～No.101-2測線の測点65付近で認められるわずかな地層の変位，変形は深部方向に連続しない小断層であり，隆起運動に伴い，表層付近
に生じた局所的な応力により形成されたものと推定される（P.337）。

←N

約1km

S→

B3

B2

B1

C1

C2

D1

D2

45 50 55 60 65
C2

B3

B2

B1B1

B2

B3B3

C1 C1

C2

500m

200m

450m

300m

550m

250m

400m

350m

160m

560m

C1

C2

70 71 80 75 70

KZ3
延長部

3条中央の撓曲
延長部

3条西側の撓曲
延長部

小断層群密集域

No.101測線（北陸電力スパーカー）

65

断層

下図記録範囲

No.101-2No.101-1

推定区間

断層位置

小断層群密集域

(2007a) (2007a)

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置（破線は断層トレース）

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。
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○笹波沖断層帯（西部）とKZ3の深部構造を比較するため，断層周辺の重力異常分布を比較した。
○いずれの断層も走向に対応する重力異常急変部は認められず，連動の可能性については明確に判断できない。

3.2.6（4） 笹波沖断層帯（全長）とKZ3・KZ4の連動の検討 －重力異常分布－

●：測定点仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：4mGal

水平一次微分図

・水平一次微分図は，平面トレンドを除去及び遮断波長4kmの
ローパスフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

ブーゲー異常図（左図：測定点なし，右図：測定点あり）

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去を行っている。

この図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，The Gravity Research Group in Southwest Japan (2001)，
Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al. (2019)，澤田ほか(2021），海域は産業技術総合研究所地質調査総合センター
(2013)，石田ほか（2018）を用いて，金沢大学・当社が作成したものである。

推定区間

断層位置

笹波沖断層帯（西部）

KZ3

志賀原子力発電所
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3.2.7 笹波沖断層帯（全長）と能登半島北部沿岸域断層帯の
連動の検討結果
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3.2.7（1） 笹波沖断層帯（全長）と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討結果 －概要－

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した笹波沖断層帯（全長）と能登半島北部沿岸域断層帯について，3.1節の「当社の連動評価の検討方法」に基づき，検討を行った。検討にあたっては，
近接して分布する笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントを検討対象とした。検討結果は以下のとおり。

青字：連動しないことを示唆するデータ

第1144回審査会合 資料1-1
P.357 一部修正

紫下線：第1144回審査会合以降に変更した箇所

コメントNo.52，56の回答

検討内容 検討結果

地

形

及

び

地

質

構

造

文献調査
①国交省ほか（2014），文科省ほか（2016）は，笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントの連動を考慮していない（次頁）。
②佐藤ほか（2007c）は，2007年能登半島地震震源陸域で行った反射法地震探査の結果により，2007年能登半島地震は笹波沖断層帯（東部）の下部
延長が逆断層成分と右横ずれ成分を伴って変位したことにより発生したものと判断している（P.476）。

地球物理学的調査

海上音波探査
③笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントはいずれもB1層以上に北西落ちの変位，変形が認められ，南東傾斜の逆断層と推定される（P.477）。
④笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメント間の音波探査記録を確認した結果，笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメント間の音波探査記録（No.108-

1・S測線，No.2・S測線）からは，断層等は認められず，両断層は連続しない（P.479）。

重力異常分布
⑤重力異常の等重力線に対して，いずれの断層も走向はほぼ一致しているが，猿山沖セグメントの南方（上盤側）の重力域は笹波沖断層帯（東部）
の北方（下盤側）に連続しており，連動が想定されるような連続する構造は認められない（P.480）。

比抵抗構造※ ⑥深度5㎞～15㎞にわたって，笹波沖断層帯（東部）の東端付近に認められた高比抵抗ブロックが，北西方向に延長して分布しており，猿山沖セグメ
ントと笹波沖断層帯（東部）との間に位置している（P.481）。

断層の活動履歴

B1層基底の変位量分布

⑦笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントのB1層基底の変位量分布の傾向は異なり，両断層が少なくとも後期更新世以降に一連で活動した傾向は
認められない（P.482）。
・笹波沖断層帯（東部）のB1層基底の変位量は，海域部では約30～60mであり，陸域部にかけて収束すると推定される。
・猿山沖セグメントのB1層基底の変位量は，笹波沖断層帯（東部）と同じ走向を示すENE-WSW方向の区間は約10～40mであり，南西端付近の屈曲
部（N1，N2測線）で一部大きな値を示すものの，南西端（No.108-1・S，No.2・S測線）で収束する。

最新活動時期
⑧最新活動については，2007年能登半島地震の震源断層は笹波沖断層帯（東部）とされており（地震調査委員会，2010）（P.118），笹波沖断層帯（東
部）と猿山沖セグメントは最新活動時期が異なる。

余震活動
⑨2007年能登半島地震の震源断層である笹波沖断層帯（東部）の余震活動は，笹波沖断層帯（西部）に拡大しているが，猿山沖セグメントには余震
活動が認められない（P.486）。

総合評価

・国交省ほか（2014），文科省ほか（2016）は，笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントの連動を考慮していない（①）。
・両断層間の音波探査記録に断層等は認められず，さらに笹波沖断層帯（東部）は猿山沖セグメント方向には延びておらず，両断層は連続しない（②，
④）。
・重力異常分布からは，笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントの連動が想定されるような連続する構造は認められない（⑤）。
・笹波沖断層帯（東部）の東端付近に認められた高比抵抗ブロックが，猿山沖セグメントと笹波沖断層帯（東部）との間に位置している（⑥）。
・B1層基底の変位量分布から，両断層が少なくとも後期更新世以降に一連で活動した傾向は認められない（⑦）。
・笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントは最新活動時期が異なる（⑧）。

［評価結果］
・以上のことから，笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントの検討結果を踏まえ，笹波沖断層帯（全長）と能登半島北部沿岸域断層帯の連動は考慮
しない。この評価結果は，余震活動の検討結果（⑨）と整合する。

※：重力異常分布と同様に地下深部構造を推定する比抵抗構造についても，地下構造推定に重要であるとされている（地震調査委員会，2010）ことから，連動評価の検討データとして用いる。
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3.2.7（2） 笹波沖断層帯（全長）と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討 －文献調査－

○笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントの連動に関する文献調査を行った。
○国交省ほか（2014）は，笹波沖断層帯（東部）に対応する海底断層トレースと猿山沖セグメントに対応するF43の連動を考慮していない（左上図）。
○文科省ほか（2016）は，笹波沖断層帯（東部）に対応するNT8と猿山沖セグメントに対応するNT6の連動を考慮していない（右下図）。

NT7

NT10 NT8

NT9

KZ1

KZ2

連動する可能性が考えられる21断層（緑色）
文科省ほか（2016）を編集，一部加筆

NT6

志賀原子力発電所

志賀原子力発電所

津波断層モデルの位置
(国交省ほか（2014）に一部加筆)

志賀原子
力発電所

猿山沖セグメント

笹波沖断層帯（東部）
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○佐藤ほか（2007c）は，2007年能登半島地震震源陸域で行った反射法地震探査の結果（Monzen08）により，2007年能登半島地震はF1（笹波沖断層帯（東部）に対応）
の下部延長が逆断層成分と右横ずれ成分を伴って変位したことにより発生したものと判断している。

第1144回審査会合 資料1-1
P.359 一部修正

位置図（井上ほか（2010），尾崎ほか（2019）に加筆）

尾崎ほか(2019)

井上ほか(2010)

Monzen08断面図（佐藤ほか（2007c）に一部加筆）

1

1600

1000

Monzen08断面図
（佐藤ほか，2007c）

左図範囲

笹波沖断層帯（東部）

右図記録範囲

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置（破線は断層トレース）

志賀原子力発電所

推定区間

断層位置
（細線は分岐断層と評価したもの）

3.2.7（2） 笹波沖断層帯（全長）と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討 －文献調査－

○このことから笹波沖断層帯（東部）は陸域まで延びており，猿山沖セグメント方向には延びていないと判断した。

(2007a)

(2007a)

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。
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○笹波沖断層帯（東部）は，笹波沖隆起帯北縁に分布し，D層が急に落ち込んだ位置の変位，変形から推定された断層であり，後期更新世以降の活動が認められる。
○笹波沖断層帯（東部）の走向はENE-WSW方向で，南西端付近でNNE-SSW方向に屈曲している。

SE→←NW

D1

B2

B1

0m

100m

200m

150m

50m

Ａ

笹波沖断層帯(東部）

約500m

B2

353020 2515

笹波沖隆起帯

0m

100m

200m

150m

50m

約500m

D1

B3

B2

B1

Ａ

Ａ D1
D1

201510

笹波沖断層帯(東部）
←NW SE→

笹波沖隆起帯

K9測線（地震研ブーマー）

・この図面は，東京大学地震研究所の海上音波探査の
記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである。

L6測線（産総研ブーマー）

・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の記
録を北陸電力が独自に解析・作成したものである。

【笹波沖断層帯（東部）の特徴】

第1144回審査会合 資料1-1
P.361 一部修正

右図記録範囲

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置（破線は断層トレース）

地震研ブーマー
(K9)

15

産総研ブーマー
(L6)

10

20 35

笹波沖隆起帯

左図範囲

位置図
（井上ほか（2010），尾崎ほか（2019）に加筆）

尾崎ほか(2019)

井上ほか(2010)

志賀原子力発電所

推定区間

断層位置
（細線は分岐断層と評価したもの）

3.2.7（2） 笹波沖断層帯（全長）と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討 －海上音波探査－

○音波探査記録の確認の結果から，笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントの特徴をもとに，地質構造について検討を行った。
○笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントはいずれもB1層以上に北西落ちの変位，変形が認められ，南東傾斜の逆断層と推定され，笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントは，断層面の傾斜
方向は同じである（下図，次頁）。

○笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメント間の音波探査記録を確認した結果，笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメント間の音波探査記録（No.108-1・S測線，No.2・S測線）からは，断層等は認
められず，両断層間での地質構造の連続性はないと判断される（P.479）。

(2007a)

(2007a)

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。
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○猿山沖セグメントは，中新世堆積岩類が分布する猿山山地の北西縁の沿岸海域であるD層隆起帯北縁に分布し，D層が急に落ち込んだ位置の変位から推定された
断層であり，後期更新世以降の活動が認められる。

○猿山沖セグメントの走向はENE-WSW方向で，南西端付近でNNE-SSW方向に屈曲している。
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150m

300m

50m

250m

350m

Ａ

B1

B2

B3

Ａ

B3

B1

C1

C1

B2

Ａ

C2

猿山沖セグメント

D層隆起帯

ESE→←WNW

0m

100m

200m

150m

300m

50m

250m

350m

C1

D1

B3

B2

B1

Ａ

猿山沖セグメント

C2

Ａ

D1
D2

N1-2N1-3
N1測線（産総研ブーマー）

N7測線（産総研ブーマー）

・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである。

D層隆起帯

【猿山沖セグメントの特徴】

第1144回審査会合 資料1-1
P.362 再掲

産総研ブーマー(N1)

1
産総研ブーマー(N7)

1

22

36

位置図
（井上ほか（2010），尾崎ほか（2019）に加筆）

尾崎ほか(2019)

井上ほか(2010)

左図範囲

右図記録範囲

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置（破線は断層トレース）

志賀原子力発電所

推定区間

断層位置
（細線は分岐断層と評価したもの）

(2007a)

(2007a)

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。
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○笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメント間の地質構造の連続性を検討するため，笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメント間の海上音波探査記録を確認した。
○音波探査記録を確認した結果，笹波沖断層帯（東部）～猿山沖セグメント間の2測線（No.108-1・S測線，No.2・S測線）からは，断層等は認められず，両断層は連続しない。

第1144回審査会合 資料1-1
P.359 一部修正

北陸電力スパーカー
(No.108-1・S)

1
5

6
1
0

位置図（井上ほか（2010），尾崎ほか（2019）に加筆）

北陸電力スパーカー
(No.2・S)

1 95

尾崎ほか(2019)

井上ほか(2010)

S→
0m

200m

100m

1015
約 500m

←N

猿山沖セグメント
延長部

B2

Ａ

B1

音波探査記録（No.108-1・S）

B2

B1

Ａ

←W E→
0m

200m

100m

約 500m
51 9

猿山沖セグメント
延長部

音波探査記録（No.2・S）

左図範囲

右図記録範囲

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置（破線は断層トレース）

志賀原子力発電所

推定区間

断層位置
（細線は分岐断層と評価したもの）

【笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメント間の海上音波探査（No.108-1・S測線，No.2・S測線）】

(2007a)

(2007a)

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



480

○笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントの深部構造を比較するため，断層周辺の重力異常分布を比較した。
○重力異常の等重力線に対して，いずれの断層も走向はほぼ一致しているが，猿山沖セグメントの南方（上盤側）の重力域は笹波沖断層帯（東部）の南方（上盤側）で
はなく，北方（下盤側）に連続しており，連動が想定されるような連続する構造は認められない。

○また，猿山沖セグメントの南西端付近の屈曲部は重力異常の等重力線に対して直交している。

3.2.7（3） 笹波沖断層帯（全長）と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討 －重力異常分布－

ブーゲー異常図（左図：測定点なし，右図：測定点あり） 水平一次微分図
・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去及び遮断波長

4kmのローパスフィルター処理を行っている。 ・水平一次微分図は，左のフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：1mGal

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

・上図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，The Gravity Research Group in Southwest Japan (2001)，
Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al. (2019)，海域は産業技術総合研究所地質調査総合センター(2013)，
石田ほか（2018）を用いて，金沢大学・当社が作成した。

猿山沖セグメント

猿山沖セグメントの南方
（上盤側）の重力域は笹波
沖断層帯（東部）の北方（下
盤側）に位置している。

推定区間

断層位置
（細線は分岐断層と評価したもの）

笹波沖断層帯（東部）

第1144回審査会合 資料1-1
P.366 一部修正

●：測定点（●は海底重力）

コメントNo.57の回答

0 5 10 
0 5 10 

志賀原子力発電所



広帯域MT観測点分布および2次元比抵抗解析断面

△ 測点

解析断面（Yoshimura et al.，2008）

追加解析断面（京都大学防災研究所）

笹波沖断層帯（東部） ［傾斜角60°］

猿山沖セグメント ［傾斜角60°］

深度5㎞ 深度10㎞ 深度15㎞

解析結果
・この図面は，京都大学防災研究所がYoshimura et al.（2008）を含めた9断面の2次元解析結果を3
次元補間して作成したものである（2010年作成）。 （断層位置等は北陸電力が加筆） 481

○2007年能登半島地震発生後に，大学連合により取得されていた広帯域ＭＴ観測データを用い，4断面について追加の2次元比抵抗構造解析を実施した。Yoshimura
et al.（2008）の解析断面（5断面）を含めた9断面の2次元解析結果を空間的に補間することによって，地下深部の３次元的な比抵抗分布構造を把握した（京都大学
防災研究所）。

○断層周辺の地下深部の比抵抗構造を確認した結果，深度5㎞～15㎞にわたって，笹波沖断層帯（東部）の東端付近に認められた高比抵抗ブロックが，北西方向に
延長して分布しており，猿山沖セグメントと笹波沖断層帯（東部）との間に位置している（下図 ）。

◆ 測点

志賀原子力発電所

志賀原子力発電所 志賀原子力発電所 志賀原子力発電所

尾崎ほか
(2019)

井上ほか
(2010)

断層位置図（深度0km）
尾崎ほか（2019），井上・岡村（2010）に一部加筆

3.2.7（4） 笹波沖断層帯（全長）と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討 －比抵抗構造－

音波探査結果から推定した模式的な断層トレース
を用いて傾斜角60°で各深度の断層位置を加筆

第1144回審査会合 資料1-1
P.367 再掲
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482B1層基底の変位量分布図

○笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントの後期更新世以降の活動の傾向を比較するため，B1層基底の変位量分布を確認した。
○笹波沖断層帯（東部）のB1層基底の変位量は，海域部では約30～60mであり，佐藤ほか（2007a）が示す陸域部の北東端にかけて収束すると推定される。
○猿山沖セグメントのB1層基底の変位量は，笹波沖断層帯（東部）と同じ走向を示すENE-WSW方向の区間は約10～40mであり，南西端付近の屈曲部（N1，N2測線）で
一部大きな値を示すものの※2，南西端（No.108-1・S，No.2・S測線）で収束する。

○以上のことから，笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントの変位量分布の傾向は異なり，両断層が少なくとも後期更新世以降に一連で活動した傾向は認められない。

笹波沖断層帯（東部）海域部

猿山沖セグメント

L2

L3

L4

L1

K21L5

L6L7

K22

L8

K9
L10

K24
N1 ※2

N6

N7
N8

N9

N10

N12

N13

N15

N16

N17
No.108-1・S

No.2・S

凡例
●：笹波沖断層帯（東部）
■：猿山沖セグメント※1

・同じ位置で複数の測線で断層が認められる場合は，
より解像度が高い測線もしくは走向に直交する測線
の変位量を算出した。

L1

L2L3L4L5

K21

L6L7K22L8
K9

L10

K24

断層端点

No.108-1・S
No.2・S

N1

N2

N3

N4

N5
N6

N7
N8

N9
N10 N11

N12 N13
N14

N15

N16

N17

N3
N4

N5 N11
N14

N2 ※2

※1：同一測線で同じ落ち方向の変位が複数認められた場合は合算値で算出

推定区間

断層位置
（細線は分岐断層と評価したもの）

猿山沖セグメント（屈曲部）

位置図

コメントNo.56の回答

←S70°W N70°E→

変
位
量
（
m
）

？

3.2.7（5） 笹波沖断層帯（全長）と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討 －変位量分布－

※2：南西端付近の屈曲部（N1，N2測線）で大きな値を示すことについては，断層末端の屈曲部
は右横ずれ断層末端の特徴として，逆断層成分の変位が大きくなっているものと推定され
る（次頁）。

佐藤ほか（2007a）が震源断
層の北東端として示す輪島
市門前町浦上付近

笹波沖断層帯（東部）陸域部

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。
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○能登半島北方には，大局的な走向がENE-WSW方向で，南西端付近でNNE-SSW方向に屈曲している断層が認められる（笹波沖断層帯（東部），猿山沖セグメント，
禄剛セグメント）。

○笹波沖断層帯（東部）は2007年能登半島地震の知見（佐藤ほか，2007a）から右横ずれ逆断層で活動したことが判明しており，同様な走向・傾斜である猿山沖セグメ
ント，禄剛セグメントについても，右横ずれ逆断層が想定される。岡田（1996）によれば，横ずれ断層の末端が屈曲し，逆断層を伴う例が示されており，また，垣見・加
藤（1994）によれば，横ずれ断層の末端部において2次褶曲やpush upの形成（一部逆断層を伴う場合もある）により歪みが解消される例が示されている。

○これらを踏まえると，横ずれ変位を伴う断層末端の屈曲部は，逆断層成分の変位が大きくなると推定される。

【笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントの南西端付近の屈曲部について 1/2】

明石海峡を含む山地と断層の動き方（岡田，1996）

横ずれ断層の末端部において2次褶曲や
push upの形成により歪みが解消される例

（垣見・加藤，1994）

推定区間

断層位置
（細線は分岐断層と評価したもの）

位置図

南西端付近で走向がNNE-SSW方
向に屈曲し，右横ずれ逆断層末端
の屈曲部であると考えられる

第1144回審査会合 資料1-1
P.363 一部修正

紫字：第1144回審査会合以降に変更した箇所
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○前頁の屈曲部に関する知見を踏まえ，笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントの屈曲部の音波探査記録を確認すると，断層端部付近の屈曲部（例：N1測線）はENE-WSW方向
の構造部分（例：N7測線）よりもD層の鉛直変位量が大きいことが認められる（右下図） 。これについては断層末端の屈曲部は右横ずれ断層末端の特徴として，逆断層成分の変
位が大きくなっているものと推定される。

○また，猿山沖セグメントの屈曲部の東方に認められる陸域の中新世堆積岩類の褶曲構造※の走向は，ENE-WSW方向を示し，猿山沖セグメントの屈曲部の走向には対応してい
ない。

○以上より，猿山沖セグメントの主たる構造は，直線的に断層等が連続して認められるENE-WSW方向の区間であると判断した。

海域：Ｄ層等深線図（当社作成），陸域：地質図（井上ほか，2010）

【笹波沖断層帯（東部）と猿山沖セグメントの南西端付近の屈曲部について 2/2】

推定区間

断層位置
（細線は分岐断層と評価したもの）

猿山沖セグメントの屈曲部の東方に認
められる陸域の中新世堆積岩類の褶
曲構造※の走向は，ENE-WSW方向で
猿山沖セグメントの主たる構造と類似
した走向を示し，屈曲部の走向には対
応していない

産総研ブーマー(N1)

産総研ブーマー(N7)

N7測線（産総研ブーマー）

N1測線（産総研ブーマー）

D層上面の変位量：約270ｍ

D層上面の変位量：約100ｍ

※：尾崎（2010）によれば，これらの
褶曲の多くは漸新世～前期中新
世の正断層群の変位を反映した
下部中新統の変形であると推定
されているが，逆断層（中期中新
世～第四紀前半）による変形も
多く混在している可能性があると
している。

第1144回審査会合 資料1-1
P.364 一部修正

紫字：第1144回審査会合以降に変更した箇所

約1km

約1km



分布形態
断層面の
傾斜方向

地質構造
評価結果

分布，走向，変位センス 左図 部の詳細 連続性

笹
波
沖
断
層
帯
（東
部
）と
猿
山
沖
セ
グ
メ
ン
ト

笹波沖断
層 帯 （ 東
部）及び猿
山沖セグメ
ントはいず
れ も 南 東
傾斜である。

⇒傾斜方
向は同じ。

笹波沖断層帯（東部）は走向
がENE-WSW方向，猿山沖セ
グメントも走向がENE-WSW方
向であり，いずれも右横ずれ
逆断層と推定される。
猿山沖セグメントは南西端付
近で走向がNNE-SSW方向に
屈曲する。

→両断層が近接する位置では
走向が異なっているが，大
局的な走向がほぼ同じ。

猿山沖セグメントの
南西端付近の屈曲部
が笹波沖断層帯（東
部）と近接する位置で
は，走向が約60°異
なる。

笹波沖断層
帯（東部）と
猿山沖セグ
メントの間
の音波探査
記録に断層
等は認めら
れない。

⇒両断層は
連続しな
い。

連動しないと
評価
（左記の地質
構造に加え，
重力異常分
布，比抵抗
構造，断層
の活動履歴
の検討結果
（ P.480,481,4
86）も踏まえ
て評価してい
る）

⇒左図 部の屈曲は右横ずれで生じるジョグ（幾何
学的バリア）（杉山，2003）であり，知見（P.483，484）に
よれば，断層末端の屈曲部は，2次的に形成されたも
のである可能性がある。

山
崎
断
層
帯
主
部
（北
西
部
と
南
東
部
）

地震調査
委 員 会
（2013a）は，
山崎断層
帯主部の
北西部と南
東部の傾
斜はいず
れ も 地 表
近傍 で ほ
ぼ垂直とし
ている。

⇒傾斜方
向は同じ。

地震調査委員会（2013a）は，
山崎断層帯主部は全体として
西北西-東南東方向に延びて
おり，大原断層，土万断層，安
富断層及び暮坂峠断層まで
の北西部と，琵琶甲断層及び
三木断層の南東部に区分され，
北西部と南東部はいずれも北
東側隆起の上下成分を伴う左
横ずれ断層としている。
また，北西部の断層帯は，土
万断層よりも南東側では，安
富断層，暮坂峠断層の二つに
分岐するとしている。

→山崎断層帯主部の北西部
と南東部が近接する位置で
は走向が異なっているが，
大局的な走向がほぼ同じ

地 震 調 査 委 員 会
（2013a）は，安富断
層は土万断層の延長
方向から走向をわず
かに（図読で約15°）
東向きに変えて東南
東に延びるとしている。

土万断層か
ら分岐した
断層である
安富断層と
山崎断層帯
主部（南東
部）の間で
調査は行わ
れていない。

⇒両断層は
連続する
可能性が
ある。

地震調査委
員会（2013a）
は連動を評
価している
（北西部と南
東部を合わ
せた山崎断
層帯主部全
体を一つの
起震断層とし
ている）

⇒地震調査委員会（2013a）は，安富断層（左図 部）
について山崎断層帯主部（北西部）を構成する断層と
し，土万断層から分岐した断層としている。
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【（参考）類似した分布形態を示す事例（山崎断層帯）との比較】

○笹波沖断層帯（東部）及び猿山沖セグメントと類似した分布形態を示す事例（山崎断層帯）について，断層の分布や連続性等を比較した結果を以下に示す。

赤字：連動することを示唆するデータ
青字：連動しないことを示唆するデータ

第1144回審査会合 資料1-1
P.365 一部修正

紫下線：第1144回審査会合以降に変更した箇所
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○笹波沖断層帯（東部）を震源断層とする2007年能登半島地震の余震活動が猿山沖セグメントに拡大しているか地震発生から約2ヵ月間の余震分布（Yamada et al.
（2008））を用いて確認を行った。

○その結果，猿山沖セグメントには，能登半島地震の余震活動は認められない。
○なお，余震活動は笹波沖断層帯（西部）に拡大していることから，笹波沖断層帯（東部）と笹波沖断層帯（西部）の連動については，笹波沖断層帯（全長）として評価
している（P.146）。

3.2.7（6） 笹波沖断層帯（全長）と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討 －余震活動－
第1144回審査会合 資料1-1

P.368 一部修正

余震分布図
（Yamada et al.（2008）に一部加筆）

推定区間

断層位置
（細線は分岐断層と評価したもの）

紫字：第1144回審査会合以降に追加した箇所
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3.2.8 富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の
連動の検討結果
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3.2.8（1） 富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の連動の検討結果

○富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）について，両断層の間に，地震調査委員会による主要活断層帯の評価では示されていないが，高岡断層を示した文献（後藤ほか，2015）がある
ことを踏まえ，連動の検討対象とした。

○これらの断層の連動について，3.1節の「当社の連動評価の検討方法」に基づき，検討を行った。検討結果は以下のとおり。

青字：連動しないことを示唆するデータ

検討内容 検討結果

地

形

及

び

地

質

構

造

文献調査

①地震調査委員会（2008b），国交省ほか（2014），文科省ほか（2016）は，富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の連動を考慮していない
（P.489）。
②文科省ほか（2015）によれば，富山湾西側海域断層は，北西傾斜（約30～50°）の逆断層であると推定される（P.490）。
③地震調査委員会（2008b）によれば，砺波平野断層帯（西部）は，北西側が相対的に隆起する逆断層とされており，砺波平野の北西縁に分布し，最
新活動が約6千9百年前以後，1世紀以前であり，走向がNE-SW方向，傾斜が北西傾斜（約45～50°）の逆断層帯と推定される（P.491）。
④両断層の間の陸域には，後藤ほか（2015）により高岡断層が図示され，北西側隆起の逆断層とされている（P.365）。しかし，この断層の北方の海底
への連続性については検討されておらず，また砺波平野断層帯（西部）の石動断層と連続するかどうかは現在の変動地形学的手法では認識が困
難とされている（P.492）。

地形調査

⑤富山湾西側海域断層は，長大な富山トラフから連続する富山湾における，幅10㎞以上，水深約1000mの凹地の縁辺に位置し，比高1000m近くに達
する急斜面の基部に分布する（P.493）。
⑥砺波平野断層帯（西部）は，幅10km以下の平野の縁辺に位置し，比高500m以下の丘陵地の基部に分布する（P.493）。
⑦後藤ほか（2015）により両断層の間に示された高岡断層は，山地-平野境界に分布する砺波平野断層帯（西部）や，富山湾側の大陸斜面基部付近
に分布する富山湾西側海域断層とは異なり，主に平野内における変動地形として形成され，規模の大きな地形の境界となっていないことから，こ
れらの断層帯とは構造形態が異なるものであると推定される（P.493）。

地球物理学的調査

海上音波探査

⑧富山湾西側海域断層は，富山湾西側の大陸斜面基部付近に分布する断層であり，中部更新統及びそれより下位の地層に東～南落ちの変位を与
える（P.494）。
⑨富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）間の測線（No.6，No.8測線）に断層等が推定されるような変位，変形は認められず，両断層は連続し
ない（P.495）。

重力異常分布

⑩富山湾西側海域断層，砺波平野断層帯（西部）に沿って重力異常急変部が認められるが，富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）との間に
は連続する構造は認められない（P.496）。
・富山湾西側海域断層のうち，富山湾西側海域断層（南部）に沿って，重力異常急変部が認められる。
・砺波平野断層帯（西部）のうち，石動断層に沿って，重力異常急変部が認められるが，富山湾西側海域断層には連続せずに途切れ，両断層帯の
間において音波探査記録にて断層が推定されないエリア（P.495）には，これらの走向に高角で斜交して東西方向に延びる低重力域が分布する。

断層の活動履歴 変位量分布

⑪富山湾西側海域断層の変位量分布は中央が大きく，端部付近で小さくなる傾向にあり，また，さらに南方の砺波平野断層帯（西部）において再び変
形量が大きくなっていることを踏まえると，両断層が少なくとも第四紀に一連で活動した傾向は認められない（P.497）。
・富山湾西側海域断層の中央付近では，断層を挟んでC層（鮮新世～前期更新世）に落差100m以上の変位・変形が認められるが，南端付近では，
断層の延長部または文献による断層の分布位置において，C層に変位，変形は認められない。
・砺波平野断層帯（西部）は，C層相当層である氷見累層（中期または後期鮮新世～中期更新世）の頭川砂岩層は急傾斜し，砺波平野断層帯（西
部）による変形を受けていると推定できる。

総合評価

・富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の連動を考慮した文献はない（①）。
・富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）は，地形形態が異なる（⑤，⑥）。
・両断層間の音波探査記録に変位，変形は認められず，両断層は連続しない（⑨）。
・両断層の間に分布する高岡断層は，両断層帯と構造形態が異なると考えられることを踏まえると，富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の
地質構造の連続性を示唆するものではないと判断した（⑦）。
・重力異常分布からは，富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の連動が想定されるような連続する構造は認められない（⑩）。
・変位量分布の傾向から，両断層が少なくとも第四紀に一連で活動した傾向は認められない（⑪）。

［評価結果］
・以上のことから，富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の連動は考慮しない。
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○富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の連動に関する文献調査を行った。
○地震調査委員会（2008b）は，富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の連動を考慮していない。
○国交省ほか（2014）は，富山湾西側海域断層（南部・北部）に対応するF45と砺波平野断層帯（西部）の連動を考慮していない（左上図）。
○文科省ほか（2016）は，富山湾西側海域断層に対応するTB1，TB2，TB3と砺波平野断層帯（西部）の連動を考慮していない（右下図）。

TB1

連動する可能性が考えられる21断層（緑色）
文科省ほか（2016）を編集，一部加筆

志賀原子力発電所

志賀原子力発電所

津波断層モデルの位置
(国交省ほか（2014）に一部加筆)

志賀原子
力発電所

富山湾西側海域断層
（南部・北部に対応）

砺波平野断層帯（西部）

3.2.8（2） 富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の連動の検討 －文献調査－

TB2

TB3

砺波平野断層帯（西部）

富山湾西側海域断層
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3.2.8（2） 富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の連動の検討 －文献調査－

○文科省ほか（2015）によれば，富山湾西側海域断層は，北西傾斜（約30～50°）の逆断層であると推定される。

【文科省ほか（2015）】

○富山湾西側海域断層及び砺波平野断層帯（西部）の断層面の傾斜方向，周辺の地質構造を確認するため，文献を確認した（下図，次頁，次々頁）。
○文科省ほか（2015）によれば，富山湾西側海域断層は，北西傾斜（約30～50°）の逆断層であると推定される。
○地震調査委員会（2008b）によれば，砺波平野断層帯（西部）は，北西側が相対的に隆起する逆断層とされており，砺波平野の北西縁に分布し，最新活動が約6千9百年前以後，1世紀以前であ
り，走向がNE-SW方向，傾斜が北西傾斜（約45～50°）の逆断層帯と推定される。
○両断層の間の陸域には，後藤ほか（2015）により高岡断層が図示され，北西側隆起の逆断層とされている。しかし，この断層の北方の海底への連続性については検討されておらず，また砺波
平野断層帯（西部）の石動断層と連続するかどうかは現在の変動地形学的手法では認識が困難とされている

富山湾西側海域断層に対応するTB1，TB2，TB3の位置図
（文科省ほか（2015）を一部加筆）

矩形内の白数字は断層の傾斜（単位は度）



○地震調査委員会（2008b）によれば，砺波平野断層帯（西部）は，北西側が相対的に隆起する逆断層とされており，砺波平野の北西縁に分布し，最新活動が約6千9百年前以後，1世紀以前であ
り，走向がNE-SW方向，傾斜が北西傾斜（約45～50°）の逆断層帯と推定される。
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【地震調査委員会（2008b）】

3.2.8（2） 富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の連動の検討 －文献調査－

砺波平野断層帯（西部）（法林寺断層）の反射法弾性波探査断面（富山県（1999）を一部修正）
地震調査委員会(2008b)によれば，断層面の傾斜は深さ200～500mでは約45～50°北西傾斜で，これより

浅い部分ではより低角度と推定される

マイグレーション後深度断面

←NW SE→

【富山湾西側海域断層】
約79㎞区間

凡 例

断層位置
推定区間

断層端点

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置
（破線は伏在している断層の上端）

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置
（破線は断層トレース）

志賀原子力発電所

位置図

地震調査委員会（2008b）による断層帯

文献による断層（海域）

文献による断層（陸域）

都市圏活断層図(堤ほか，2003; 後藤ほか，2015)による活断層

【砺波平野断層帯（西部）】
約26㎞区間

右図記録範囲

反射法弾性波探査
（富山県，1999）

法林寺断層

石動断層
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【後藤ほか（2015）：高岡断層について】
○高岡断層は，後藤ほか（2015）により変動地形学的な特徴を基に示された北西側隆起の逆断層である。後藤ほか（2015）は，高岡市伏木付近における海成段丘面の背斜状の変形と撓曲崖，高
岡市街地付近における丘地形及び南西延長の背斜変形等を，高岡断層によるものと推定している※。

○さらに，後藤ほか（2015）は，石油公団(1982，1983)による砺波平野を対象とした反射法地震探査記録について，高岡断層を示した位置付近に西側隆起の逆断層運動により形成されたと解釈で
きる構造を推定している。

○しかし，この断層の北方の海底への連続性については検討されておらず，また砺波平野断層帯（西部）の石動断層と連続するかどうかは現在の変動地形学的手法では認識が困難とされている。

富山県周辺の地形アナグリフ（後藤ほか（2015）に一部加筆）

伏木～高岡の地形分類図（後藤ほか，2015）

砺波平野における地下構造探査記録にみる活構造
（後藤ほか（2015）が石油公団（1982，1983）の反射法地震探査記録に加筆して作成）(一部加筆)

右図
範囲

下図範囲

V-5

V-4

V-2

位置図

【富山湾西側海域断層】
約79㎞区間

【砺波平野断層帯（西部）】
約26㎞区間

志賀原子力発電所

凡 例

断層位置
推定区間

断層端点

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置
（破線は伏在している断層の上端）

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置
（破線は断層トレース）

地震調査委員会（2008b）による断層帯

文献による断層（陸域）

都市圏活断層図(堤ほか，2003; 後藤ほか，2015)
による活断層

文献による断層（海域）

法林寺断層

石動断層

※：高岡断層の詳細については，P.364～368。
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○富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の地形調査を行った。
○富山湾西側海域断層は，長大な富山トラフから連続する富山湾における，幅10㎞以上，水深約1000mの凹地の縁辺に位置し，比高1000m近くに達する急斜面の基部
に分布するのに対し，砺波平野断層帯（西部）は，幅10km以下の平野の縁辺に位置し，比高500m以下の丘陵地の基部に分布し，地形形態が異なる。

○また，後藤ほか（2015）により両断層の間に示された高岡断層は，山地-平野境界に分布する砺波平野断層帯（西部）や，富山湾側の大陸斜面基部付近に分布する
富山湾西側海域断層とは異なり，主に平野内における変動地形として形成され，規模の大きな地形の境界となっていないことから，これらの断層帯とは構造形態が
異なるものであると推定される。

3.2.8（3） 富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の連動の検討 －地形調査－

富山湾周辺の赤色立体地図（野ほか（2016）に一部加筆）

志賀原子力発電所

富山湾西側海域断層

砺波平野断層帯（西部）

【富山湾西側海域断層】
約79㎞区間

【砺波平野断層帯（西部）】
約26㎞区間

志賀原子力発電所

凡 例

断層位置
推定区間

断層端点

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置
（破線は伏在している断層の上端）

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置
（破線は断層トレース）

位置図

地震調査委員会（2008b）による断層帯

文献による断層（海域）

文献による断層（陸域）

都市圏活断層図(堤ほか，2003; 後藤ほか，2015)による活断層

法林寺断層

石動断層

高岡断層（後藤ほか，2015）



【富山湾西側海域断層】
約79㎞区間
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○富山湾西側海域断層の特徴を検討するため，富山湾西側海域断層に関する海上音波探査記録を確認した。
○富山湾西側海域断層は，富山湾西側の大陸斜面基部付近に分布する断層であり，中部更新統及びそれより下位の地層に東～南落ちの変位を与える。

3.2.8（3） 富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の連動の検討 －海上音波探査－

【砺波平野断層帯（西部）】
約26㎞区間

志賀原子力発電所

位置図

凡 例

断層位置
推定区間

断層端点

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置
（破線は伏在している断層の上端）

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置
（破線は断層トレース）

右図記録範囲

地震調査委員会（2008b）による断層帯

文献による断層（陸域）

都市圏活断層図(堤ほか，2003; 後藤ほか，2015)
による活断層

文献による断層（海域）

法林寺断層

石動断層

C

←W E→

B

約2km

1200m

1100m

1400m

1300m

1600m

1500m

900m

1000m

D

B

C

BC

820 815

富山湾西側海域断層（南部）

・この図面は，海上保安庁水路部（現，海上保安庁海洋情報部）の海上
音波探査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである

断層（破線は推定）A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。

富山湾西側海域断層の音波探査記録（L-8測線）

【富山湾西側海域断層：L-8測線】

海上保安庁スパーカー(L-8)



C

C B

500m

1000m

1200m

300m

約1km

B

15 12202528

富山湾西側海域断層
（文献による断層の分布位置）

【富山湾西側海域断層】
約79㎞区間
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○富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の地質構造の連続性を検討するため，富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）間の海上音波探査記録を確認
した。

○音波探査記録を確認した結果，富山湾西側海域断層～砺波平野断層帯（西部）の測線（No.6，No.8測線）に断層等が推定されるような変位，変形は認められず，両
断層は連続しない。

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。

C

C

B

500m

1000m

1200m

300m

約1km
20 152529

B

富山湾西側海域断層（南部）
延長部

音波探査記録（No.6）

音波探査記録（No.8）

【砺波平野断層帯（西部）】
約26㎞区間

志賀原子力発電所

位置図

凡 例

断層位置
推定区間

断層端点

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置
（破線は伏在している断層の上端）

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置
（破線は断層トレース）

右図記録範囲

地震調査委員会（2008b）による断層帯

文献による断層（陸域）

都市圏活断層図(堤ほか，2003; 後藤ほか，2015)
による活断層

文献による断層（海域）

法林寺断層

石動断層

SE→←NW

SE→←NW

【富山湾西側海域断層：No.6，No.8測線】

3.2.8（3） 富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の連動の検討 －海上音波探査：地質構造の連続性－
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○富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の深部構造を比較するため，富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）周辺の重力異常
を比較した。

○富山湾西側海域断層のうち，富山湾西側海域断層（南部）に沿って，重力異常急変部が認められる。
○砺波平野断層帯（西部）のうち，石動断層に沿って，重力異常急変部が認められるが，富山湾西側海域断層には連続せずに途切れ，両断層帯
の間において音波探査記録にて断層が推定されないエリア（前頁）には，これらの走向に高角で斜交して東西方向に延びる低重力域が分布す
る。

○以上のことから，富山湾西側海域断層，砺波平野断層帯（西部）に沿って重力異常急変部が認められるが，富山湾西側海域断層と砺波平野断
層帯（西部）との間には連続する構造は認められない。

3.2.8（4） 富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の連動の検討 －重力異常分布－

水平一次微分図

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去を行っている。 ・水平一次微分図は，平面トレンドを除去及び遮断波長4kmのローパスフィルター
処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：4mGal 鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線
●：測定点

この図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，The Gravity Research Group in Southwest Japan (2001)，
Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al. (2019)，澤田ほか（2021），海域は産業技術総合研究所地質調査総合センター
(2013)，石田ほか（2018）を用いて，金沢大学・当社が作成したものである。

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置
（破線は伏在している断層の上端）

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置
（破線は断層トレース）

地震調査委員会（2008b）による断層帯

堤ほか（2003），後藤ほか（2015）による活断層
（推定活断層を含む）

凡 例

推定区間

断層位置

ブーゲー異常図（左図：測定点なし，右図：測定点あり）

志賀原子力
発電所

富山湾西側海域断層（南部）

富山湾西側海域断層（北部）

高岡断層

TB3

砺波平野断層帯（西部）（法林寺断層）

砺波平野断層帯（西部）（石動断層）

推定区間

断層位置



富山湾西側海域断層

砺波平野断層帯
（西部）

志賀原子力発電所

法林寺断層

石動断層

20㎞
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【鮮新統～更新統の変位量】

○富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）が第四紀以降に一連の構造として活動した傾向があるか確認するため，鮮新統～更新統の変位量分布を検討した。
○富山湾西側海域断層のL-8測線，N-4E測線等において，断層を挟んでC層（鮮新世～前期更新世）に落差100m以上の変位・変形が認められる。
○富山湾西側海域断層の南端付近のNo.6測線，No.8測線では，断層の延長部または文献による断層の分布位置において，C層に変位，変形は認められない。
○砺波平野断層帯（西部）の石動断層の位置を通過する地質断面図において，C層相当層である氷見累層（中期または後期鮮新世～中期更新世）の頭川砂岩層は急傾斜し，砺波平野断層帯
（西部）による変形を受けていると推定できる。
○以上のことから，富山湾西側海域断層（南部）で認められた変位量は，中央が大きく，端部付近で小さくなり，また，さらに南方の砺波平野断層帯（西部）において再び変形量が大きくなってい
る。このことを踏まえると，両断層が少なくとも第四紀以降に一連で活動した傾向は認められない。

C

C
B

500m

1000m

1200m

300m

約1km20 152529

B

富山湾西側海域断層（南部）
延長部

音波探査記録（No.6）

A層とB層の細区分が
できない層は，Q層と
称する。

C

←W E→

B

約2km 1200m

1100m

1400m

1300m

1600m

1500m

900m

1000m

D

B

C

BC

820 815

富山湾西側海域断層
（南部）

・この図面は，海上保安庁水路部（現，
海上保安庁海洋情報部）の海上音
波探査の記録を北陸電力が独自
に解析・作成したものである

断層
（破線は推定）

音波探査記録（L-8）

海上保安庁スパーカー(L-8)

地質断面線

断層
（破線は推定）

A層とB層の細区分が
できない層は，Q層と
称する。約5km

NE→←SW

1000m

800m

1500m

1900m

Q

D

C

Q

C

19:30

富山湾西側海域断層
（南部）

・この図面は，地質調査所（現 産

業技術総合研究所）の海上音
波探査の記録を北陸電力が独
自に解析・作成したものである

音波探査記録（N-4E）

地質調査所エアガン(N-4E)

SE→←NW

C

C B
500m

1000m

1200m

300m

約1km

B

15 12202528

富山湾西側海域断層
（文献による断層の分布位置）

音波探査記録（No.8）

SE→←NW

位置図

［砺波平野断層帯（西部）］

［富山湾西側海域断層］

凡 例

断層位置
推定区間

断層端点

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置
（破線は伏在している断層の上端）

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置
（破線は断層トレース）

右図，下図記録範囲

地震調査委員会（2008b）による断層帯

都市圏活断層図(堤ほか，2003; 後藤ほか，2015)
による活断層

文献による断層（陸域）

落差100m以上の
変位・変形あり

落差100m以上の
変位・変形あり

変位・変形
なし

変位・変形
なし

氷見累層
頭川砂岩層
（C層相当層）

1km

500m

Sea level

HS2

音川累層
（中新世～鮮新世）

埴生累層
（更新世）

八尾累層
（中新世）

砺波平野断層帯（西部）

変形あり

地質断面図（角ほか（1989）を一部編集）

SE→←NW

H:V=1:4

3.2.8（5） 富山湾西側海域断層と砺波平野断層帯（西部）の連動の検討 －変位量分布－
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3.2.9 魚津断層帯と能登半島東方沖の断層の連動の検討結果
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3.2.9（1） 魚津断層帯と能登半島東方沖の断層の連動の検討結果

上市町

朝日町

断層位置
推定区間

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置（破線は伏在している断層の上端）

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置（破線は断層トレース）

傾斜方向

断層位置
推定区間

位置図

赤字：連動することを示唆するデータ

地震調査委員会（2007）による逆断層
今泉ほか（2018）による活断層（破線は推定活断層）
今泉ほか（2003），東郷ほか（2003）による活断層

文献による断層（海域）

文献による断層（陸域）

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した魚津断層帯と能登半島東方沖の断層について，3.1節の「当社の連動評価の検討方法」に基づき，検討を行った。検討にあたっては，近接して分布
する魚津断層帯とTB5を検討対象とした。検討結果は以下のとおり。

青字：連動しないことを示唆するデータ

第1144回審査会合 資料1-1
P.370 一部修正

コメントNo.52の回答

検討内容 検討結果

地

形

及

び

地

質

構

造

文献調査

①地震調査委員会（2007），文科省ほか（2016）は，魚津断層帯とTB5の連動を考慮していない（P.500）。
②文科省ほか（2015）によれば，魚津断層帯は南東傾斜（約30°）の逆断層，TB5は南東傾斜（約40°）の断層とされている（P.298，306）。
③近接して分布している魚津断層帯とTB5間の地質構造に関する文献調査を行った結果，魚津断層帯とTB5間の地質構造は不明である（P.501）。
④TB5が分布する隆起地形は両端で減少し，魚津断層帯まで連続していないことから，両断層の分布する隆起帯は異なると判断されるものの，両断
層間の地質構造が不明であることから，連動の可能性については明確に判断できない（P.502）。

地球物理学的調査 重力異常分布 ⑤魚津断層帯とTB5の南東部に沿って，連続的な重力異常急変部が認められる（P.503）。

総合評価

・魚津断層帯とTB5の連動を考慮した文献はない（①）。
・魚津断層帯とTB5は，断層面の傾斜方向が同じである（②）。
・重力異常分布からは，魚津断層帯とTB5の南東部に沿って，連続的な重力異常急変部が認められる（⑤）。

［評価結果］
・以上のことから，魚津断層帯と能登半島東方沖の断層の連動を考慮することとし，「魚津断層帯及び能登半島東方沖の断層」として，走向がNE-SW
方向，南東傾斜（約25～45°）の逆断層と評価した。
・断層長さは，能登半島東方沖の断層の北東端から魚津断層帯の南西端までの約128㎞区間を評価した。
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3.2.9（2） 魚津断層帯と能登半島東方沖の断層の連動の検討 －文献調査－

○魚津断層帯と能登半島東方沖の断層の連動に関する文献調査を行った。
○地震調査委員会（2007）は魚津断層帯と能登半島東方沖の断層の連動を考慮していない。
○文科省ほか（2016）は，魚津断層帯に対応するTB4と能登半島東方沖の断層に対応するTB5，TB6，JO1，JO2，JO3の連動を考慮していない
（下図）。

連動する可能性が考えられる21断層（緑色）
文科省ほか（2016）を編集，一部加筆

NT7

TB4

TB1

NT6

志賀原子力発電所

志賀原子力発電所
TB5

TB6
JO1

JO2

JO3

TB2

TB3



TB5

魚津断層帯
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3.2.9（2） 魚津断層帯と能登半島東方沖の断層の連動の検討 －文献調査－

上越沖海域周辺の測線図
文科省ほか（2015）に一部加筆

赤線：岡村（2002），中田・今泉
（2002）による活断層

：右測線範囲

T1測線の南端部
文科省ほか（2015）に一部加筆

TB4

黄色実線：灰爪層相当基底
水色実線：西山層相当基底
紫色破線・実線：P波速度が

5.3km/sより大きい領域
MC：苦鉄質岩が卓越領域
PT：先新第三系
赤破線：推定伏在活断層

○魚津断層帯とTB5間の地質構造の連続性を検討するため，文献調査を行った。
○魚津断層帯とTB5間の調査として，文科省ほか（2015）が地震調査委員会が推定している魚津断層帯とTB5の間で反射法地震探査（T1測線）を実施し，TB4を推定し
ており，この断層が魚津断層帯の主断層であると判断している。

○TB4とTB5間で調査を行っている機関は認められず，両断層間の地質構造は不明である。

第1144回審査会合 資料1-1
P.371 再掲



3.2.9（2） 魚津断層帯と能登半島東方沖の断層の連動の検討 －文献調査－

○魚津断層帯とTB5の隆起帯との関係を確認するため，文献調査を行った。
○魚津断層帯は，地震調査委員会（2007）によれば，南東側が北西側に対して相対的に隆起するとしている。
○TB5は，文科省ほか（2015）によれば，海底地形に断層による隆起構造はよく現れており，隆起地形はその両端で減少するとしている（下図）。
○以上のことから，TB5が分布する隆起地形は両端で減少し，魚津断層帯まで連続していないことから，両断層の分布する隆起帯は異なると判断
されるものの，両断層間の地質構造が不明である（前頁）ことから，連動の可能性については明確に判断できない。

TB5

魚津断層帯

地形図（文科省ほか（2015）に一部加筆） 赤線は，岡村（2002），中田・今泉（2002）による活断層
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第1144回審査会合 資料1-1
P.372 再掲
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地震調査委員会（2007）による逆断層

今泉ほか（2003），東郷ほか（2003）による活断層

ブーゲー異常図（左図：測定点なし，右図：測定点あり） 水平一次微分図
・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去を行っている。

・水平一次微分図は，平面トレンドを除去及び遮断波長4kmのローパスフィルター処理後の
ブーゲー異常図を基に作成した。

仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：4mGal

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

この図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，The Gravity Research Group in Southwest Japan (2001)，
Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al. (2019)，澤田ほか（2021），海域は産業技術総合研究所地質調査総合センター
(2013)，石田ほか（2018）を用いて，金沢大学・当社が作成したものである。

3.2.9（3） 魚津断層帯と能登半島東方沖の断層の連動の検討 －重力異常分布－
第1144回審査会合 資料1-1

P.373 一部修正

●：測定点

コメントNo.57の回答

○魚津断層帯とTB5間の深部構造を比較するため，断層周辺の重力異常分布を比較した。
○魚津断層帯とTB5の南東部に沿って，連続的な重力異常急変部が認められる。

志賀原子力発電所

魚津断層帯

TB5

TB6

断層位置

推定区間

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置（破線は伏在している断層の上端）

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置（破線は断層トレース）
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3.2.10 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の
連動の検討結果

3.2.11 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の
連動の検討結果

3.2.12 呉羽山断層帯と魚津断層帯の連動の検討結果

3.2.13 KZ6と石川県西方沖の断層の連動の検討結果
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3.2.10 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動の検討結果

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層について，3.1節の「当社の連動評価の検討方法」に基づき，検討を行った。検
討結果は以下のとおり。検討データは補足資料3.2-3。

青字：連動しないことを示唆するデータ

検討内容 検討結果

地

形

及

び

地

質

構

造

文献調査 ①国交省ほか（2014），文科省ほか（2016）は，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動を考慮していない（補足資料3.2-3（2）P.3.2-3-3）。

地球物理学的調査

海上音波探査

②前ノ瀬東方断層帯は，前ノ瀬東方小隆起帯の北西縁及びその周辺の海域に分布する密集した短い断層，雁行または斜交する断層群から構成さ
れ，後期更新世以降の活動が認められる（補足資料3.2-3（3）P.3.2-3-5）。
③前ノ瀬東方断層帯の主たる構造は前ノ瀬東方小隆起帯付近のNE-SW方向の断層であると判断される（補足資料3.2-3（3）P.3.2-3-5）。
④猿山岬北方沖断層は，沖ノ瀬隆起帯の北縁に連続して推定される断層である（補足資料3.2-3（3）P.3.2-3-6）。
⑤猿山岬北方沖断層の走向は，ENE-WSW方向で，南西端付近でNNE-SSW方向に屈曲している（補足資料3.2-3（3）P.3.2-3-6）。
⑥前ノ瀬東方断層帯は南東傾斜（高角），猿山岬北方沖断層は南東傾斜（65°）であり，断層面の傾斜方向は同じである（P.225，327）。
⑦前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層間の音波探査記録（N-122測線，N-123測線，N2測線，N3測線）を確認した結果，断層等を示唆するような
変位，変形は認められず，両断層は連続しない（補足資料3.2-3（4）P.3.2-3-7～9）。

重力異常分布
⑧断層周辺の重力異常分布を比較した結果，重力異常の等重力線に対して，前ノ瀬東方断層帯の南東部と猿山岬北方沖断層の中央部の走向はほ
ぼ一致しているが，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の間には低重力域が分布し，両断層間に連続する構造は認められない（補足資料3.2-3
（5）P.3.2-3-10）。

総合評価

・国交省ほか（2014），文科省ほか（2016）は，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動を考慮していない（①）。
・前ノ瀬東方断層帯は短い断層が密集した断層帯，猿山岬北方沖断層は沖ノ瀬隆起帯の北縁に分布する連続した断層であり，構造形態が異なる
（②，④）。
・前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層は，分布する隆起帯が異なる（③，④）。
・猿山岬北方沖断層は南西端付近でNNE-SSW方向に屈曲しており，前ノ瀬東方断層帯方向には延びていない（⑤）。
・両断層間の音波探査記録に変位，変形は認められず，両断層は連続しない（⑦）。
・重力異常分布からは，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動が想定されるような連続する構造は認められない（⑧）。

［評価結果］
・以上のことから，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動は考慮しない。
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3.2.11 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討結果

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯について，3.1節の「当社の連動評価の検討方法」に基づき，検討を
行った。検討にあたっては，近接して分布する前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントを検討対象とした。検討結果は以下のとおり。検討データは補足資料3.2-4。

青字：連動しないことを示唆するデータ

検討内容 検討結果

地

形

及

び

地

質

構

造

文献調査 ①国交省ほか（2014），文科省ほか（2016）は，前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントの連動を考慮していない（補足資料3.2-4（2）P.3.2-4-3）。

地球物理学的調査

海上音波探査

②前ノ瀬東方断層帯は，前ノ瀬東方小隆起帯の北西縁及びその周辺の海域に分布する密集した短い断層，雁行または斜交する断層群から構成さ
れ，後期更新世以降の活動が認められる（補足資料3.2-4（3）P.3.2-4-5）。
③前ノ瀬東方断層帯の主たる構造は前ノ瀬東方小隆起帯付近のNE-SW方向の断層であると判断される（補足資料3.2-4（3）P.3.2-4-5）。
④猿山沖セグメントは中新世堆積岩類が分布する猿山山地の北西縁の沿岸海域であるD層隆起帯北縁に分布し，D層が急に落ち込んだ位置の変位
から推定された断層である（補足資料3.2-4（3）P.3.2-4-6）。
⑤猿山沖セグメントの走向は，ENE-WSW方向で，南西端付近でNNE-SSW方向に屈曲している（補足資料3.2-4（3）P.3.2-4-6）。
⑥前ノ瀬東方断層帯は南東傾斜（高角），猿山沖セグメントは南東傾斜（60°）であり，断層面の傾斜方向は同じである（P.225，262）。
⑦前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメント間の音波探査記録（N-122測線，N-123測線，L3測線，L4測線）を確認した結果，断層等を示唆するような変
位，変形は認められず，両断層は連続しない（補足資料3.2-4（4）P.3.2-4-7～9）。

重力異常分布

⑧いずれの断層も重力異常急変部が認められるが，前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントとの間には連続する構造は認められない（補足資料3.2-4
（5）P.3.2-4-10）。
・前ノ瀬東方断層帯の南東部に対応するNE-SW方向の重力異常急変部が認められるが，猿山沖セグメントが分布する北東方まで連続しない。
・猿山沖セグメントに対応するNE-SW方向の重力異常急変部が認められるが，前ノ瀬東方断層帯が分布する南西方まで連続しない。

総合評価

・国交省ほか（2014），文科省ほか（2016）は，前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントの連動を考慮していない（①）。
・前ノ瀬東方断層帯は短い断層が密集した断層帯，猿山沖セグメントは猿山山地の北西縁の沿岸海域であるD層隆起帯の北縁に分布する連続した
断層であり，構造形態が異なる（②，④）。
・前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントは，分布する隆起帯が異なる（③，④）。
・猿山沖セグメントは南西端付近でNNE-SSW方向に屈曲しており，前ノ瀬東方断層帯方向には延びていない（⑤）。
・両断層間の音波探査記録に変位，変形は認められず，両断層は連続しない（⑦）。
・重力異常分布からは，前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントの連動が想定されるような連続する構造は認められない（⑧）。

［評価結果］
・以上のことから，前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントの検討結果を踏まえ，前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動は考慮しない。
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3.2.12 呉羽山断層帯と魚津断層帯の連動の検討結果

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した呉羽山断層帯と魚津断層帯について，3.1節の「当社の連動評価の検討方法」に基づき，検討を行った。検討結果は以
下のとおり。検討データは補足資料3.2-6。

青字：連動しないことを示唆するデータ

コメントNo.52の回答

検討内容 検討結果

地

形

及

び

地

質

構

造

文献調査

①地震調査委員会（2008b），文科省ほか（2016）は，呉羽山断層帯と魚津断層帯の連動を考慮していない（補足資料3.2-6（2）P.3.2-6-3）。
②地震調査委員会（2008b）によれば，呉羽山断層帯は北西側隆起の逆断層であり，北西傾斜（約45°）の逆断層とされている（補足資料3.2-6（3）
P.3.2-6-4）。
③地震調査委員会（2008b）や富山大学・地域地盤環境研究所（2011）によれば，呉羽山断層帯の中部は地表に達しているとされている（補足資料
3.2-6（3）P.3.2-6-4）。
④文科省ほか（2015）によれば，魚津断層帯は南東傾斜（約30°）の逆断層とされている（補足資料3.2-6（3）P.3.2-6-4）。
⑤地震調査委員会（2007）によれば，魚津断層帯は地表に達しているとされているものの，文科省ほか（2015）によれば，主断層は富山トラフと飛騨山
地の境界部に形成されている南東傾斜の伏在断層と判断されている（補足資料3.2-6（3）P.3.2-6-4）。

地球物理学的調査 重力異常分布
⑥呉羽山断層帯の西側に重力異常の緩やかな高まり，魚津断層帯に沿って東側に重力異常の高まり及び連続的な重力異常急変部が認められるが，
これらの間には低重力域が分布し，連続する重力構造は認められない（補足資料3.2-6（4）P.3.2-6-5）。

総合評価

・呉羽山断層帯と魚津断層帯の連動を考慮した文献はない（①）。
・呉羽山断層帯と魚津断層帯は，上盤の隆起が反対側に分布する（②，④）。
・呉羽山断層帯と魚津断層帯は，構造形態が異なる（③，⑤）。
・呉羽山断層帯と魚津断層帯は，断層面の傾斜方向が異なり，地下深部で断層面が離れていく関係にある（②，④）。
・重力異常分布からは，呉羽山断層帯と魚津断層帯の連動が想定されるような連続する構造は認められない（⑥）。

［評価結果］
・以上のことから，呉羽山断層帯と魚津断層帯の連動は考慮しない。
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3.2.13 KZ6と石川県西方沖の断層の連動の検討結果

○検討対象とする断層の組合せとして抽出したKZ6と石川県西方沖の断層について，3.1節の「当社の連動評価の検討方法」に基づき，検討を行った。検討結果は以
下のとおり。検討データは補足資料3.2-7。

青字：連動しないことを示唆するデータ

検討内容 検討結果

地

形

及

び

地

質

構

造

文献調査

①国交省ほか（2014），文科省ほか（2017）は，KZ6と石川県西方沖の断層の連動を考慮していない（補足資料3.2-7（2）P.3.2-7-3）。
②山本ほか（2000）によれば，KZ6に対応する構造について，鳥取沖層群（T2層）中の撓曲としている（補足資料3.2-7（2）P.3.2-7-4）。
③山本ほか（2000）によれば，石川県西方沖の断層のうち，FU1，FU2，FU3に対応する構造を越前堆列の南東縁に位置している北西傾
斜の逆断層としている。また，FU1の北東方に位置する背斜構造は鳥取沖層群（T1層）中に位置している（補足資料3.2-7（2）P.3.2-7-4）。
④文科省ほか（2015，2016）によれば，KZ6は南東傾斜（約55°）の逆断層，石川県西方沖の断層は北西傾斜（約50～60°）の逆断層で
ある（補足資料3.2-7（2）P.3.2-7-5）。

地下深部における断層形状・位置関係

⑤地下深部における断層形状・位置関係の検討を行った結果，KZ6と石川県西方沖の断層は以下の点から，共役の関係にないと判断さ
れることから，KZ6が石川県西方沖の断層を切っているか，あるいは石川県西方沖の断層がKZ6を切っており，KZ6と石川県西方沖の
断層のいずれか一方は地下深部の地震発生層において連続しないと考えられ，両断層がともに震源断層として同時に活動することは
ないと判断される（補足資料3.2-7（3）P.3.2-7-6）。
・KZ6と石川県西方沖の断層は，地下深部で鋭角（約65～75°）で交わる関係にある。
・KZ6と石川県西方沖の断層はいずれも高角の逆断層であり，位置関係と運動方向を考慮すると，鋭角を挟む方向に伸張する変位成
分をもつことから，共役断層に該当しない。

総合評価

・KZ6と石川県西方沖の断層の連動を考慮した文献はない（①）。
・KZ6と石川県西方沖の断層は，構造形態が異なる（②，③）。
・KZ6と石川県西方沖の断層は，分布する隆起帯が異なる（②，③）。
・KZ6と石川県西方沖の断層は，断層面の傾斜方向が異なり，地下深部で断層面が近づく関係にある（④）。
・KZ6と石川県西方沖の断層のいずれか一方は地下深部の地震発生層において連続しないと考えられ，両断層がともに震源断層として
同時に活動することはないと判断される（⑤）。

［評価結果］
・以上のことから，KZ6と石川県西方沖の断層の連動は考慮しない。
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4. 敷地周辺の断層の評価（まとめ）
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○敷地周辺において，震源として考慮する活断層を下図及び右表に示す。
○周辺陸域，周辺海域において文献調査等により抽出した全ての断層等の評価概
要を次頁以降に示す。

4. 敷地周辺の断層の評価（まとめ）
震源として考慮する活断層

敷地周辺の断層の分布
（震源として考慮する活断層を表示）

傾斜方向

20km0

(3)

(1)

(2)

(4)

(6)

(5) (8)

(9)

(11)
(17-1)

(13)

(14)

(10)

(16)

(7)

(19)

(15)

(12-1)

(17-2)

(17-3)

(12-2)

志賀原子力発電所

※1：[ ]内の長さは文献に示された長さ
※2：断層の傾斜角は，調査結果に基づくものである。

地震動評価及び津波評価においては，調査結果
の不確実性を考慮して傾斜角を別途設定する。

断層名 断層長さ
連動の評価

傾斜※2
追加の連動評価

敷
地
近
傍

ふくうら

(1) 福浦断層 3.2 km 70°W
かぶといわおき

(2) 兜岩沖断層 4.0 km E
ごばんじまおき

(3) 碁盤島沖断層 4.9 km NW
とぎがわなんがん

(4）富来川南岸断層 9.0 km 60°SE

敷

地

周

辺

さかみ

(5) 酒見断層 11.0 km W
びじょうさん

(6) 眉丈山第２断層 23.0 km 60°NW
あまみさきおき

(7) 海士岬沖断層帯 12.2 km 60°SE
と ぎ が わ

(8) 富来川断層 5.6 km W
はくいおきひがし

(9) 羽咋沖東撓曲 33.6 km 60°W
の と じ ま は ん う ら

(10) 能登島半の浦断層帯 11.6 km 60°W
はくいおきにし

(11) 羽咋沖西撓曲 23.0 km 60°W
ささなみおき

(12-1) 笹波沖断層帯（東部） 20.6 km 笹波沖断層帯
（全長）45.5km

60°SE
(12-2) 笹波沖断層帯（西部） 25.3 km

おうちがたなんえん

(13) 邑知潟南縁断層帯 44.3 km 30°SE
つぼやま はちの

(14) 坪山－八野断層 11.8 km 40°W
まえのせとうほう

(15) 前ノ瀬東方断層帯 29.5 km SE
の と

(16) 能都断層帯 19.8 km 44°SE
と やまわん にしがわ かいいき

(17-1) 富山湾西側海域断層（南部） 22 km
富山湾西側海域断層

79 km 
30～50°NW(17-2) 富山湾西側海域断層（北部） 7.0 km

(17-3) TB3 [24 km]※1

と な み へ い や

(18) 砺波平野断層帯（西部） 26 km 45～50°NW
さるやまみさきほっぽうおき

(19) 猿山岬北方沖断層 41 km 65°SE
もりもと とがし

(20) 森本・富樫断層帯 28 km 40～60°E
と な み へ い や

(21) 砺波平野断層帯（東部） 21 km SE
くれはやま

(22) 呉羽山断層帯 35 km 45°NW

(23-1) KZ3 16 km KZ3・KZ4
16km・26km

60°NW
(23-2) KZ4 26 km 50°SE

さるやまおき

(24-1) 猿山沖セグメント 28 km

能登半島北部沿岸域断
層帯
96 km 

60°SE

わじま おき

(24-2) 輪島沖セグメント 28 km
す ず おき

(24-3) 珠洲沖セグメント 26 km
ろっこう

(24-4) 禄剛セグメント 28 km

(25) KZ6 26 km 55°SE
(26) KZ5 28 km 60°S

うしくび

(27) 牛首断層帯 78 km ほぼ垂直
あとつがわ

(28) 跡津川断層帯 69 km ほぼ垂直
うおづ

(29-1) 魚津断層帯 40 km
魚津断層帯
及び能登半
島東方沖の

断層
128 km

30°SE

(29-2) TB5 29 km
能登半島東
方沖の断層

85 km
25～45°SE

(29-3) TB6 17 km
(29-4) JO1 22 km
(29-5) JO2 27 km
(29-6) JO3 17 km

み ぼ ろ

(30) 御母衣断層 74 km 高角

(31) NT1 45 km 50°NW
ふ く い へ い や と う え ん

(32) 福井平野東縁断層帯 45 km 20～40°E

(33-1) FU1 6.7 km
石川県西方沖の断層

65 km
50～60°NW(33-2) FU2 21 km

(33-3) FU3 21 km
(34-1) NT2 37 km NT2・NT3

53 km
50°NW(34-2) NT3 20 km

いといがわ しずおかこうぞうせん

(35-1)糸魚川－静岡構造線活断層系(北部) 50 km
糸魚川－静岡構造線活

断層系
158 km

30～60°E

(35-2)糸魚川－静岡構造線活断層系(中北部) 45 km E(高角)
(35-3)糸魚川－静岡構造線活断層系(中南部) 33 km W
(35-4)糸魚川－静岡構造線活断層系(南部) 48 km 30～60°W

100km0

(30)

(31)

(34-2)

(35-2)

(32)

(34-1)

(35-1)

(35-4)

(35-3)

志賀原子力発電所



4.1 敷地周辺陸域の断層の評価（まとめ）
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【陸域（半径30km範囲） 】

敷地周辺陸域（半径30km範囲）の断層評価

敷地周辺陸域（半径30km範囲）の断層分布図

No. 名称 断層長さ※1 連動の評価
敷地から
の距離※2 走向

傾斜
（度）

ずれの向き 評価

敷
地
近
傍
陸
域

①
ふく うら

福浦断層 3.2km 1.3km N-S
西傾斜

(70)
西側隆起の逆断層 後期更新世以降の活動が否定できない。

②

わこうだい みなみ

和光台南の断層 （2km） 2.9km － － － 対応する断層が認められない。
たか

高ツボリ山東方リニアメント （3.4km） 2.9km － － － 対応する断層が認められない。
たか

高ツボリ山北西方Ⅰリニアメント （0.5km） 3.7km － － － 対応する断層が認められない。
たか

高ツボリ山北西方Ⅱリニアメント （0.8km） 3.8km － － － 対応する断層が認められない。

③
ながた

長田付近の断層 （2.5km） 3.7km － － － 対応する断層が認められない。

敷
地
周
辺
陸
域

④
たかはま

高浜断層 （3km） 7.4km － － － 後期更新世以降の活動が認められない。

⑤
と ぎ がわなんがん

富来川南岸断層 9.0km 10km NE-SW
南東傾斜

(60)
南東側隆起の逆断層 後期更新世以降の活動が否定できない。

⑥
や だ

矢駄リニアメント （6.8km） 11km － － － 対応する断層が認められない。

⑦
や ち

谷内西方の断層 （2km） 12km － － － 後期更新世以降の活動が認められない。

⑧
さか み

酒見断層 11.0km 14km N-S 西傾斜 西側隆起の逆断層 後期更新世以降の活動が否定できない。

⑨
たかつめ

高爪山西方の断層 （1.5km） 16km － － － 後期更新世以降の活動が認められない。

⑩
よこ た

横田付近の断層 （2.5km） 13km － － － 対応する断層が認められない。

⑪
にし や ち

西谷内リニアメント （3.3km） 13km － － － 対応する断層が認められない。

⑫
た じり だきせいほう

田尻滝西方の断層 （2km） 14km － － － 対応する断層が認められない。

⑬
ふたくちせいほう

二口西方の断層 （1km） 14km － － － 対応する断層が認められない。

⑭
こし が くち せいほう

越ヶ口西方の断層 （0.5km） 15km － － － 対応する断層が認められない。

⑮
べっしょ

別所付近の断層 （1.7km） 15km － － － 対応する断層が認められない。

⑯
お まき

小牧断層 （1.7km） 15km － － － 後期更新世以降の活動が認められない。

⑰
せあらし

瀬嵐断層 （1km） 15km － － － 後期更新世以降の活動が認められない。

⑱
か しまだい

鹿島台リニアメント （0.6km） 15km － － － 後期更新世以降の活動が認められない。

⑲
びじょうさん

眉丈山第1断層 （9km） 15km － － － 対応する断層が認められない。

⑳
びじょうさん

眉丈山第2断層 23.0km 15km NE-SW
北西傾斜

(60)
北西側隆起の逆断層 後期更新世以降の活動が否定できない。

㉑
とく だ ほっぽう

徳田北方の断層 （3.4km） 20km － － － 対応する断層が認められない。

㉒
と ぎ がわ

富来川断層 5.6km 19km N-S 西傾斜 西側隆起の逆断層 後期更新世以降の活動が否定できない。

㉓
か しま

鹿島西断層 （4.4km） 20km － － － 対応する断層が認められない。

㉔
みどりがおか

緑ヶ丘リニアメント （5.2km） 21km － － － 後期更新世以降の活動が認められない。

㉕
そ ぷく

曽福リニアメント （2.9km） 21km － － － 後期更新世以降の活動が認められない。

㉖
おうちがた

邑知潟南縁断層帯 44.3km 25km NE-SW
南東傾斜

(30)
南東側隆起の逆断層 後期更新世以降の活動が否定できない。

㉗
つぼやま はちの

坪山-八野断層 11.8km 34km N-S
西傾斜

(40)
西側隆起の逆断層 後期更新世以降の活動が否定できない。

㉘
うちたかまつ

内高松付近の断層 （1.7km） 33km － － － 対応する断層が認められない。

㉙
にしなか お

西中尾リニアメント （11km） 23km － － － 対応する断層が認められない。

㉚
しもからかわ

下唐川リニアメント （3.3km） 23km － － － 対応する断層が認められない。

㉛
お また

小又西方の断層 （2.5km） 26km － － － 対応する断層が認められない。

㉜
はら

原断層 （1.5km） 27km － － － 対応する断層が認められない。

㉝
の と

能都断層帯 19.8km 36km NE-SW
南東傾斜
（44）

南東側隆起の逆断層 後期更新世以降の活動が否定できない。

※1：（）内の長さはリニアメント・変動地形または文献に示された長さ
※2：敷地と断層の両端点を結んだ線分の中点の距離から算出

灰色：敷地近傍陸域の断層と富来川南岸断層は，第1009回，第1064回審査会合で説明済。
敷地周辺陸域の断層は，次回以降説明予定。



【陸域（半径30km以遠）】

敷地周辺陸域（半径約30km以遠）の断層評価

※：敷地と断層の両端点を結んだ線分の中点の距離から算出
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敷地周辺陸域（半径30km以遠）の断層分布図

No. 名称 断層長さ 連動の評価
敷地から
の距離※ 走向

傾斜
（度）

ずれの向き 評価

敷
地
周
辺
陸
域

Ⅰ
と なみへいや

砺波平野断層帯（西部） 26km 49km NE-SW
北西傾斜
(45～50)

北西側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⅱ
もりもと と がし

森本・富樫断層帯 28km 56km N-S
東傾斜

(40～60)
東側隆起の逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⅲ
と なみへいや

砺波平野断層帯（東部） 21km 60km NE-SW 南東傾斜 南東側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⅳ
くれ はやま

呉羽山断層帯 35km 60km NE-SW
北西傾斜

(45)
北西側隆起の逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⅴ
うしくび

牛首断層帯 78km 80km NE-SW ほぼ垂直
右横ずれ断層

（北東部では南東側隆起成分，南
西部では北西側隆起成分を伴う）

後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⅵ
あとつがわ

跡津川断層帯 69km 85km NE-SW ほぼ垂直 右横ずれ断層
（北西側隆起成分を伴う）

後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⅶ
み ぼ ろ

御母衣断層 74km 94km N-S 高角

左横ずれ断層
（加須良断層では東側隆起成分，
白川断層，三尾河断層では西側

隆起成分を伴う）

後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⅷ
ふく い へいや

福井平野東縁断層帯 45km 100km N-S
東傾斜

(20～40)
左横ずれ，かつ
東側隆起の逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⅸ
いと い がわ しずおか

糸魚川－静岡構造線活断層系
（北部）

50km

糸魚川－
静岡構造線
活断層系
158 km

165km

N-S
東傾斜

(30～60)
東側隆起の逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⅹ
いと い がわ しずおか

糸魚川－静岡構造線活断層系
（中北部）

45km N-S
東傾斜
（高角)

左横ずれ断層
（諏訪盆地南西縁では東側低下

の正断層成分を含む）

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⅩI
いと い がわ しずおか

糸魚川－静岡構造線活断層系
（中南部）

33km NW-SE 西傾斜
左横ずれ断層

（諏訪盆地北東縁では西側低下
の正断層成分を含む）

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⅩII
いと い がわ しずおか

糸魚川－静岡構造線活断層系
（南部）

48km N-S
西傾斜

(30～60)

西側隆起の逆断層
（鳳凰山断層は左横ずれ成分を

含む）

後期更新世以降の活動が
否定できない。

灰色：敷地周辺陸域の断層は，次回以降説明予定。



4.2 敷地周辺海域の断層の評価（まとめ）
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【海域（半径30km範囲） 】

No. 名称
個別断層の評価
断層長さ※1

連動の評価 敷地からの距離※2 走向
傾斜
（度）

ずれの向き 評価

敷
地
近
傍
海
域

Ⓐ 兜岩沖断層 4.0km 4.0km N-S 東傾斜 東側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⓑ 碁盤島沖断層 4.9km 5.5km NE-SW 北西傾斜 北西側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

敷
地
前
面
調
査
海
域

Ⓒ 海士岬沖断層帯 12.2km 16km NE-SW
南東傾斜
（60）

南東側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⓓ 羽咋沖東撓曲 33.6km 20km N-S
西傾斜
（60）

西側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⓔ 能登島半の浦断層帯 11.6km 21km N-S
西傾斜
（60）

西側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⓕ 無関断層 （0.5km） 21km - - -
後期更新世以降の活動は
認められない。

Ⓖ 島別所北リニアメント （2.2km） 24km - - -
後期更新世以降の活動は
認められない。

Ⓗ 七尾湾調査海域の断層
（N-1断層，N-2断層，N-8断層）

（2.0～4.5km） 24km～26km - - -
後期更新世以降の活動は
認められない。

Ⓘ 徳山ほか（2001）の断層 （26km） 21km - - -
第四系に対応する断層は
認められない。

Ⓙ 鈴木（1979）の断層 （13km） 22km - - -
第四系に対応する断層は
認められない。

Ⓚ 羽咋沖西撓曲 23.0km 24km N-S
西傾斜
（60）

西側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⓛ 笹波沖断層帯（東部） 20.6km
笹波沖断層帯

（全長）
45.5 km

17km NE-SW
南東傾斜
（60）

南東側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

Ⓜ 笹波沖断層帯（西部） 25.3km

Ⓝ 田中（1979）の断層 （16km） 25km - - -
第四系に対応する断層は
認められない。

Ⓞ 前ノ瀬東方断層帯 29.5km 28km NE-SW 南東傾斜 南東側隆起の逆断層
後期更新世以降の活動が
否定できない。

敷地周辺海域（半径30km範囲）の断層評価

※1：（）内の長さは文献に示された長さ
※2：敷地と断層の両端点を結んだ線分の中点の距離から算出

敷地周辺海域（半径30km範囲）の断層分布図

灰色：敷地近傍海域の断層は，第1009回審査会合で説明済。



【海域（半径30km以遠）】
敷地周辺海域（半径約30km以遠）の断層評価

No. 名称
個別断層の評価
断層長さ※1

連動の評価 敷地からの距離※2 走向
傾斜
（度）

ずれの向き 評価

敷
地
周
辺
海
域

ⓐ FU2 （60km） 32km - - -
第四系に対応する断層は
認められない。

ⓑ 富山湾西側海域断層（南部） 22km

富山湾西側海域断層
79 km

50km NE-SW
北西傾斜
（30～50）

北西側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓒ 富山湾西側海域断層（北部） 7.0km

ⓓ TB3 （24km）

ⓔ 猿山岬北方沖断層 41km 51km NE-SW
南東傾斜
（65）

南東側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓕ 猿山岬以西の断層 （24km） 36km - - -
後期更新世以降の活動は
認められない。

ⓖ KZ3 16km
KZ3・KZ4

16km・26km
51km

NE-SW
北西傾斜
（60）

北西側隆起の
逆断層 後期更新世以降の活動が

否定できない。
ⓗ KZ4 26km NE-SW

南東傾斜
（50）

南東側隆起の
逆断層

ⓘ FU1 （63km） 61km - - -
後期更新世以降の活動は
認められない。

ⓙ 猿山沖セグメント 28km

能登半島北部沿岸域
断層帯
96 km

65km NE-SW
南東傾斜
（60）

南東側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓚ 輪島沖セグメント 28km

ⓛ 珠洲沖セグメント 26km

ⓜ 禄剛セグメント 28km

ⓝ KZ6 26km 76km NE-SW
南東傾斜
（55）

南東側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓞ KZ5 28km 80km E-W
南傾斜
（60）

南側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓟ 魚津断層帯 40km

魚津断層
帯及び能
登半島東
方沖の断

層
128 km

91km NE-SW

南東傾斜
（30）

南東側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓠ TB5 29km

能登半島
東方沖の
断層
85 km

南東傾斜
（25～45）

ⓡ TB6 17km

ⓢ JO1 22km

ⓣ JO2 27km

ⓤ JO3 17km

ⓥ NT1 45km 94km NE-SW
北西傾斜
（50）

北西側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓦ FU1 6.7km

石川県西方沖の断層
65 km

106km NE-SW
北西傾斜
（50～60）

北西側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ⓧ FU2 21km

ⓨ FU3 21km

ⓩ NT2 37km
NT2・NT3

53 km
122km NE-SW

北西傾斜
（50）

北西側隆起の
逆断層

後期更新世以降の活動が
否定できない。

ab NT3 20km※1：（）内の長さは文献に示された長さ
※2：敷地と断層の両端点を結んだ線分の中点の距離から算出
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敷地周辺海域（半径30km以遠）の断層分布図

志賀原子力発電所

(2007a)

(2007a)
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